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➢省エネ余地の算定 

・第１回検討会において、大規模事業所の2030年目標排出量からのバックキャスティングにより算定した削減義務率
（第３期：平均7％）を事務局案として提示 

・第３期まで（2020～2024）の対象事業所の省エネ余地を算定し、削減義務率の検討に反映 

・対象事業所から提出された「点検表」に記載されている対策実施状況や設備機器等のデータから、  
省エネ余地を算定する。（第２期削減義務率の検討における省エネ余地算定と同じ手法） 

・省エネ余地は、対策ごとの省エネ効果等を用途別（全14用途）に設定し、対象事業所の取組
実態等も考慮して算定 

事務局案 

○省エネ余地の算定の考え方について 

＜対策の省エネ余地算定イメージ＞ 

 ・設備更新対策による余地 
  更新周期※を超えている設備を対象に、現状の機器を更新した場合の余地を算定 
  例：熱源の更新、照明のLED化等 
 ※法定耐用年数に実際の事業所の運用における改修年数の実績等を考慮し、設備毎に設定（法定耐用年数15年＋5年⇒20年など） 

 
 ・制御系の導入による余地 
  設備機器に付随する省エネ制御を導入した場合の余地を算定 
  例：CO2濃度による外気量制御の導入、照明のタイムスケジュール制御の導入等 
 
 ・運用管理対策による余地 
  設備システムを適正に運用、管理した場合の余地を算定 
  例：エレベーター機械室・電気室の室温設定温度の適正化、時間外の消灯及び間引き点灯等 



・対象事業所は、事業所における対策の実施状況や事業所内に設置されている設備情報（設置年度、スペック等）を自ら「点検
表」に記載して、毎年度の排出量報告時に都へ提出 

・「点検表」では、トップレベル事業所認定時に対策の実施状況を評価する200以上の項目の中から、オフィス等（区分Ⅰ）で62、  
工場等（区分Ⅱ）で66を点検項目（対策）として抜粋。点検項目は現在利用可能な省エネ技術を対象としている。 

 ※点検表は、第２期開始前の2014年度に点検項目等を更新 

・対象事業所が各点検項目の取組状況等を記入することで、自らで省エネ余地を把握することができる。 

・この対象事業所から提出された「点検表」のデータから、未実施の対策を実施した場合の削減効果を集計することで、省エネ余地を
算定する。 

省エネ余地の算定の考え方について 

●点検表について 

＜点検表の構成＞ 

①点検表シート 

点検表（第一区分事業所）

事業所概要
基本情報 　指定番号 複数に分けて作成する場合は識別番号を右欄に記入→

　事業所の名称

　主たる用途

　提出年度 年度 温室効果ガス等の排出状況

　用途別床面積 床面積[㎡]

建物の延べ面積 5,200 基準排出量 100 t-CO2/年

事務所 3,000 前年度特定温室効果ガス排出量 95 t-CO2/年

情報通信 500 前年度熱量（一次エネルギー消費量） 1,995 GJ/年

放送局

商業 200 その他の基本情報

宿泊

教育 300 主たる建物の竣工年度 年度

医療 100 契約電力 kw

文化 100 商業施設内の飲食店舗割合 一部

物流 全空調設備容量の内パッケージ空調機の占める割合 一部

駐車場 1,000 情報通信施設のPUEの実績

工場その他上記以外

事業所及び設備の性能・運用に関する点検事項
エネルギーの見える化

No. 参照 点検項目 省エネ余地

1 Ⅰ 3.1

-

熱源・熱搬送設備

No. 参照 点検項目 省エネ余地

2 Ⅱ 3a.1 C

区分 ｼｽﾃﾑCOP

冷熱源 MWh/年 GJ/年 GJ/年 GJ/年

温熱源 MWh/年 GJ/年 GJ/年 GJ/年

計 MWh/年 GJ/年 GJ/年 GJ/年

3 Ⅱ 3a.2
3a.9

C

ファン

主要な冷却塔の設置年度 1991

改修対象 2000 年度 以前の設置機器の割合 56%

散水ポンプ

4 Ⅱ C

空調用ポンプに省エネ制御が導入されているか。

主要な空調用ポンプの設置年度 2014

改修対象 2000 年度 以前の設置機器の割合 11%

5 Ⅱ 3a.4
-

6 Ⅱ 3a.5
C

7 Ⅱ 3a.7 C

8 Ⅱ 3a.16 熱交換器の断熱 -

9 Ⅱ 3a.18 C

※ 燃料消費量は高位発熱量換算とする。なおコージェネレーション設備がない場合は未記入とする。

2000 ガスエンジン 1,000 10,000.0 [MJ/h]ガス 1 40%

10 Ⅲ 1a.1
-

11 Ⅲ 1a.3 -

12 Ⅲ 1a.5 B

13 Ⅲ 1a.6
-

14 Ⅲ 1a.8
-

15 Ⅲ 1a.11 C

16 Ⅲ 1a.13
C

17 Ⅲ 1a.14 -

18 Ⅲ 1a.15 C

19 Ⅲ 2a.1
-
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東京事務所

※全ての熱源機器を別シートの設備台帳に記入する。

省エネ形相当品 半分に導入

　　　　　　　　　　　　　　熱源システム全体の運転実績　※熱源設備のシステム全体に関わるもののみとし、燃料消費量は高位発熱量換算とする。

ビルエネルギーマネジメントシステム
（BEMS）等の導入

用途別・系統別の計測計量及びビルエネルギーマネジメントシステム（BEMS）が導入され活用しているか。また、利用者を含めた見
える化が行われているか。
※判断基準が不明な場合は手引きを参照すること。

BEMSによるフィードバッ
ク＋見える化

点検内容及び取組状況

高効率熱源機器の導入 熱源機器が高効率化されているか。

事務所

2015

用

途
別
内
訳

※設備台帳未記入の場合のみ

点検内容及び取組状況

半分に導入

高効率冷却塔及び省エネ制御の導入 冷却塔、冷却塔ファン及び散水ポンプが高効率化されているか。
（省エネ形相当品とは、冷却能力当たりのファン動力が、白煙防止形の場合は10.5W/kW以下、白煙防止形以外は7.5W/kW以下の冷却塔のこと。）

※全ての冷却塔を別シートの設備台帳に記入する。ただし、凍結防止用のポンプは除く。ギア式ファンは直結形とする。
　 なお、冷却塔がない場合は未記入とする。

年間電気使用量 年間燃料消費量 年間一次ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量 年間熱製造量

　 別シートの設備台帳に記入できない場合のみ、右欄に記入する。

モータ直結形ファン

半分に導入

高効率（IE2）モータ 導入無し

永久磁石(IPM)モータ

散水ポンプ無し

半分に導入

高効率（IE2）モータ

冷却塔ファン等の台数制御又は発停制御

散水ポンプ無し

永久磁石(IPM)モータ

散水ポンプ無し

導入無し

高効率空調用ポンプ及び省エネ制御の導
入

空調用ポンプが高効率化されているか。

※電動機出力が5.5kW以上のポンプは別シートの設備台帳に必ず記入する。5.5kW未満のポンプもできる限り記入する。

　 なお、空調用ポンプがない場合は未記入とする。

半分に導入

3a.3
3a.10
3a.13
3a.14

3a.15

大半に導入空調用2次ポンプ変流量制御

高効率（IE2）モータ

永久磁石(IPM)モータ 半分に導入

導入無し

　 別シートの設備台帳に記入できない場合のみ、右欄に記入する。

ﾌﾟﾚﾐｱﾑ効率（IE3）モータ

大半に導入

大半に導入

大半に導入

蒸気ボイラーのエコノマイザーの導入 蒸気ボイラーにエコノマイザーが導入されているか。（エコノマイザーとは、蒸気ボイラーの燃焼ガスの排熱を熱回収し、蒸気ボイラー
の給水を予熱する装置。）

対象機器無し

空調用1次ポンプ変流量制御

冷却水ポンプ変流量制御

空調2次ポンプ末端差圧制御

高効率コージェネレーションの導入 コージェネレーションが高効率化されているか。

燃焼機器の空気比の管理
燃焼機器無し

大温度差送水システムの導入 冷水の標準的な往温度と還温度の差が大きく確保されているか。（大温度差送水とは、往温度と還温度の差が7℃以上のこと。）
8℃以上10℃未満

蒸気弁・フランジ部の断熱

コージェネ
機種

熱源機器の冷温水出口温度設定値の調

整

熱源機器の効率向上のために、冷温水出口温度設定値が調整されているか。（冷温水出口温度設定値の調整とは、熱源機器の冷

水、温水の出口温度を季節ごとに調整し、できる限り効率の良くなる水温に設定すること。）
熱源機器無し

冷温水管、蒸気管等の保温の確認 冷温水管、蒸気管等の保温材の脱落がないかを確認し適切に措置されているか。 実施無し

冷凍機の冷却水温度設定値の調整 冷凍機冷却水温度設定値が冷凍機の冷却水下限温度を目標に調整されているか。 水冷冷凍機無し

部分負荷時の空調用ポンプ運転の適正化 空調用ポンプの運転の適正化のため、空調負荷と運転台数の関係をグラフ化し分析しているか。
空調用ポンプ無し

部分負荷時の熱源運転の適正化 実施無し熱源機器の運転の適正化のため、空調負荷と運転台数の関係をグラフ化し分析しているか。

空調開始時の熱源起動時間の適正化 熱源機器・空調用ポンプの起動時間が、季節によって、空調開始時間に合わせて適正に管理されているか。 実施無し

熱源機器の点検・清掃 冷凍機のコンデンサ（凝縮機）及びエバポレータ（蒸発機）の清掃、燃焼機器の伝熱面の清掃及びスケール除去が実施されている

か。
熱源機器無し

インバータ制御系統のバルブの開度調整 インバータ制御を導入している空調用ポンプ系統のバルブが全開になるように調整されているか。
実施無し

熱源不要期間の熱源機器等停止 熱源機器及び空調用ポンプの夏季温熱源系統の電源供給停止又は夜間の運転停止が実施されているか。

全てに導入

ﾌﾟﾚﾐｱﾑ効率（IE3）モータ

ﾌﾟﾚﾐｱﾑ効率（IE3）モータ

熱交換器が断熱されているか。

定格
燃料

消費量

ｴﾈﾙｷﾞｰ
種別

台数
発電容量

[kW]

年間
発電量

[MWh/年]

空調機回りのみ

年間平均発
電効率

年間平均
総合効率

蒸気弁及びフランジ部が断熱されているか。

ボイラー、直焚吸収冷温水機等の燃焼機器の空気比管理が実施されているか。
※基準空気比、目標空気比の判断基準が不明な場合は手引きを参照すること。

年間排熱利
用量

[GJ/年]
設置年度

定格
発電効率[%]

年間燃料消
費量

[GJ/年]

点検表（第一区分事業所）による省エネ余地一覧

指定番号 省エネ余地

事業所の名称 A：省エネ余地　大 B：省エネ余地　中 C：省エネ余地　小

対象年度 3項目 2項目 32項目

分類 No.
優良特定温暖化対策

事業所の認定基準
点検項目 省エネ余地

エネルギーの見える化 一般 1 Ⅰ 3.1 ビルエネルギーマネジメントシステム（BEMS）等の導入 -

熱源・熱搬送設備 2 Ⅱ 3a.1 高効率熱源機器の導入 C

3 Ⅱ 高効率冷却塔及び省エネ制御の導入 高効率冷却塔 C

冷却塔ファン等の台数制御又は発停制御

4 Ⅱ 高効率空調用ポンプ及び省エネ制御の導入 高効率空調用ポンプ C

空調用2次ポンプ変流量制御

空調用1次ポンプ変流量制御

冷却水ポンプ変流量制御

空調2次ポンプ末端差圧制御

5 Ⅱ 3a.4 蒸気ボイラーのエコノマイザーの導入 -

6 Ⅱ 3a.5 大温度差送水システムの導入 C

7 Ⅱ 3a.7 蒸気弁・フランジ部の断熱 C

8 Ⅱ 3a.16 熱交換器の断熱 -

9 Ⅱ 3a.18 高効率コージェネレーションの導入 C

10 Ⅲ 1a.1 燃焼機器の空気比の管理 -

11 Ⅲ 1a.3 冷凍機の冷却水温度設定値の調整 -

12 Ⅲ 1a.5 部分負荷時の熱源運転の適正化 B

13 Ⅲ 1a.6 部分負荷時の空調用ポンプ運転の適正化 -

14 Ⅲ 1a.8 熱源機器の冷温水出口温度設定値の調整 -

15 Ⅲ 1a.11 冷温水管、蒸気管等の保温の確認 C

16 Ⅲ 1a.13 インバータ制御系統のバルブの開度調整 C

17 Ⅲ 1a.14 熱源不要期間の熱源機器等停止 -

18 Ⅲ 1a.15 空調開始時の熱源起動時間の適正化 C

19 Ⅲ 2a.1 熱源機器の点検・清掃 -

空調・換気設備 20 Ⅱ 3b.1 高効率空調機の導入 C

21 Ⅱ 3b.2 高効率パッケージ形空調機の導入 C

22 Ⅱ 3b.4 ウォーミングアップ時の外気遮断制御の導入 -

23 Ⅱ 3b.8 空調機の変風量システムの導入 C

24 Ⅱ 3b.10 空調機の気化式加湿器の導入 -

25 Ⅱ 3b.12 外気冷房システムの導入 -

26 Ⅱ 3b.13 CO2濃度による外気量制御の導入 C

27 Ⅱ 3b.14 ファンコイルユニットの比例制御の導入 -

28 Ⅱ 3b.16 空調の最適起動制御の導入 C

29 Ⅱ 3b.20 全熱交換器の導入 B

30 Ⅱ 3b.21 大温度差送風空調システムの導入 -

31 Ⅱ 3b.3 高効率ファンの導入 C

32 Ⅱ 3b.5 エレベーター機械室の温度制御の
導入 -

33 Ⅱ 3b.6 電気室の温度制御の導入 C

34 Ⅱ 3b.7 電算室の冷気と暖気が混合しない設備の導入 -

35 Ⅱ 3b.18 駐車場ファンのCO又はCO2濃度制御の導入 C

36 Ⅱ 高効率厨房換気システムの導入 置換換気方式又は給排気形フード C

外気処理空調機の風量モード切換制御（強中弱等）

37 Ⅱ 3b.35 ファンの手動調整用インバータの導入 C

38 Ⅲ 1b.1 室使用開始時の空調起動時間の
適正化 -

39 Ⅲ 1b.3, 1b.8 夏季居室の室内温度の適正化
・クールビズの実施 C

40 Ⅲ 1b.4 ファンの間欠運転の実施 C

41 Ⅲ 1b.6 空調運転時間の短縮 C

42 Ⅲ 1b.7 冬季におけるペリメータ設定温度の
適正化 -

43 Ⅲ 1b.9 居室以外の室内温度の緩和 -

44 Ⅲ 1b.12 エレベータ機械室・電気室の室内設定温度の適正化 -

45 Ⅲ 2b.1 空調機等のフィルターの清浄 C

46 Ⅲ 2b.5 省エネファンベルトへの交換 -

照明・電気設備 47 Ⅱ 高効率照明及び省エネ制御の導入 高効率照明の導入 A

適切な照度での運用

初期照度補正制御

昼光利用制御

48 Ⅱ 3c.2 高輝度型誘導灯・蓄光型誘導灯の導入 C

49 Ⅱ 3c.5 高効率変圧器の導入 C

50 Ⅱ 3c.9 照明の人感センサーによる在室検知制御の導入 A

51 Ⅱ 3c.10 照明のタイムスケジュール制御の導入 C

52 Ⅱ 3c.11 照明のセキュリティー連動制御の導入 -

53 Ⅲ 1c.1 居室以外の照度条件の緩和 C

54 Ⅲ 1c.5 居室の昼休み及び時間外の消灯及び間引点灯 -

給排水・給湯設備 55 Ⅱ 3d.1 高効率給水ポンプの導入 C

56 Ⅱ 3d.2 大便器の節水器具の導入 C

57 Ⅱ 3d.9 自然冷媒ヒートポンプ給湯器の導入 -

58 Ⅱ 3d.10 潜熱回収給湯器の導入 C

59 Ⅲ 1d.4 洗浄便座暖房の夏季停止 -

60 Ⅲ 給湯設備の省エネ運用 季節や用途等に応じた給湯温度設定の緩和 C

貯湯式電気温水器の夜間・休日の電源停止

便所洗面給湯の給湯中止又は給湯期間の短縮

昇降機設備 61 Ⅱ エレベーターの可変電圧可変周波数制御方式 C

エレベーターの電力回生制御


エスカレータの自動運転方式又は微速運転方式

冷凍・冷蔵設備 性能 62 Ⅱ 3f.3 高効率冷凍・冷蔵設備の導入 A

3e.1

3e.4

3e.5

東京事務所

性

能

運

用

性

能

エレベーター・エスカレーターの省エネ制御の

導入

性

能

運

用

性

能

1d.6

1d.7

1d.8

11111

2015

性

能

運

用

3b.30

3b.32

運

用

3a.2

3a.9

3a.3

3a.10

3a.13

3a.14

3a.15

3c.1

3c.3

3c.8

パッケージ形空調機

① ②

通年エ

ネル

ギー消

費効率

APF

冷暖房

平均

COP

ｲﾝﾊﾞｰﾀ

制御

高効率

冷媒

R410A

COP－ － － － － － － 3% 86% 3% 3% 93% 0%

全体 － 199.0kW 0.0kW 616.0kW 815.0kW 81.5kW 17台 28.0kW 700.0kW 28.0kW 28.0kW 756.0kW 0.0kW

改修対象機器 － 87.0kW 0.0kW 616.0kW 703.0kW 703.0kW 14台 － － － － － －

省エネ余地 － － － － － － － － － － － 59.0kW 703.0kW

1 ○ 2000 OACP-BC-1F 1F防災センター ○ 45.0 50.0 1 3.5

2 ○ 2000 OACP-MDF-B1F B1FMDF室 ○ 28.0 1 4.5 ○

3 2014 OACP-ER1,2-PHF PHF電気室 ○ 56.0 1 4.07 ○

4 2014 OACP-EV1,2-PHF PHF ELV機械室 ○ 28.0 1 4.11 ○

5 2014 OACP-EV3-PHF PHF ELV機械室E1 ○ 28.0 31.5 1 ○ ○ ○

6 ○ 2000 OACP-EV4-PHF PHF ELV機械室E2 ○ 14.0 1 3.02

7 ○ 2008 ACP-1 サーバー室 ○ 56.0 11 2.5 ○

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

高効率機器（①～③のいずれか）

取組状況の程度

屋外機

の

散水

シス

テム

③

機器名称 室用途

冷房

能力

[kW]
電算室

用

ｶﾞｽｴﾝ

ｼﾞﾝﾋｰﾄ

ﾎﾟﾝﾌﾟ式

 GHP

高効率

機器

合計

電気式

 EHP

種別

暖房

能力

[kW]

台数No
設置

年度

機器

記号

改修

対象

機器

記入シート 

②設備台帳 

結果シート 

③省エネ余地一覧 

・「点検表」は、対策の実施状況を記入する①点検表シートと、設備情報を記入する②設備台帳の「記入シート」と、記入された実施
状況等から算定した省エネ余地を表示する③省エネ余地一覧の「結果シート」 で構成 
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省エネ余地の算定の考え方について 

＜①点検表シート：点検項目（対策）の内容＞ 

分類 No. 
優良特定温暖化
対策事業所の 
認定基準 

点検項目 

 エネルギーの
見える化 

1 Ⅰ 3.1 ビルエネルギーマネジメントシステム（BEMS）等の導入 

熱源・ 
熱搬送設備  

2 Ⅱ 3a.1 高効率熱源機器の導入     

3 Ⅱ 3a.2他 高効率冷却塔及び省エネ制御の導入     

4 Ⅱ 3a.3他 高効率空調用ポンプ及び省エネ制御の導入   

5 Ⅱ 3a.4 蒸気ボイラーのエコノマイザーの導入   

6 Ⅱ 3a.5 大温度差送水システムの導入     

7 Ⅱ 3a.7 蒸気弁・フランジ部の断熱     

8 Ⅱ 3a.16 熱交換器の断熱 

9 Ⅱ 3a.18 高効率コージェネレーションの導入   

10 Ⅲ 1a.1 燃焼機器の空気比の管理     

11 Ⅲ 1a.3 冷凍機の冷却水温度設定値の調整   

12 Ⅲ 1a.5 部分負荷時の熱源運転の適正化 

13 Ⅲ 1a.6 部分負荷時の空調用ポンプ運転の適正化   

14 Ⅲ 1a.8 熱源機器の冷温水出口温度設定値の調整   

15 Ⅲ 1a.11 冷温水管、蒸気管等の保温の確認   

16  Ⅲ 1a.13 インバータ制御系統のバルブの開度調整 

17  Ⅲ 1a.14 熱源不要期間の熱源機器等停止   

18  Ⅲ 1a.15 空調開始時の熱源起動時間の適正化   

19  Ⅲ 2a.1 熱源機器の点検・清掃   

※区分Ⅰのみの項目 

3 



4 

省エネ余地の算定の考え方について 

分類 No. 
優良特定温暖化
対策事業所の 
認定基準 

点検項目 

空調・ 
換気設備 

20 Ⅱ 3b.1 高効率空調機の導入     

21 Ⅱ 3b.2 高効率パッケージ形空調機の導入   

22 Ⅱ 3b.4 ウォーミングアップ時の外気遮断制御の導入 

23 Ⅱ 3b.8 空調機の変風量システムの導入   

24 Ⅱ 3b.10 空調機の気化式加湿器の導入     

25 Ⅱ 3b.12 外気冷房システムの導入     

26 Ⅱ 3b.13 CO2濃度による外気量制御の導入   

27 Ⅱ 3b.14 ファンコイルユニットの比例制御の導入   

28 Ⅱ 3b.16 空調の最適起動制御の導入     

29 Ⅱ 3b.20 全熱交換器の導入     

30 Ⅱ 3b.21 大温度差送風空調システムの導入   

31 Ⅱ 3b.3 高効率ファンの導入     

32 Ⅱ 3b.5 エレベーター機械室の温度制御の導入   

33 Ⅱ 3b.6 電気室の温度制御の導入     

34 Ⅱ 3b.7 電算室の冷気と暖気が混合しない設備の導入              ※ 

35 Ⅱ 3b.18 駐車場ファンのCO又はCO2濃度制御の導入                 ※ 

36 Ⅱ 3b.30他 高効率厨房換気システムの導入   

37 Ⅱ 3b.35 ファンの手動調整用インバータの導入 

※区分Ⅰのみの項目 
＜①点検表シート：点検項目（対策）の内容＞ 
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省エネ余地の算定の考え方について 

分類 No. 
優良特定温暖化
対策事業所の 
認定基準 

点検項目 

空調・ 
換気設備 

 

38 Ⅲ 1b.1 室使用開始時の空調起動時間の適正化   

39 Ⅲ 1b.3他 夏季居室の室内温度の適正化・クールビズの実施 

40 Ⅲ 1b.4 ファンの間欠運転の実施     

41 Ⅲ 1b.6 空調運転時間の短縮  ※ 

42 Ⅲ 1b.7 冬季におけるペリメータ設定温度の適正化  ※ 

43 Ⅲ 1b.9 居室以外の室内温度の緩和     

44 Ⅲ 1b.12 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ機械室・電気室の室内設定温度の適正化 

45 Ⅲ 2b.1 空調機等のフィルターの清浄     

46 Ⅲ 2b.5 省エネファンベルトへの交換     

照明・ 
電気設備 

47 Ⅱ 3c.1他 高効率照明及び省エネ制御の導入   

48 Ⅱ 3c.2 高輝度型誘導灯・蓄光型誘導灯の導入   

49 Ⅱ 3c.5 高効率変圧器の導入     

50 Ⅱ 3c.9 照明の人感センサーによる在室検知制御の導入 

51 Ⅱ 3c.10 照明のタイムスケジュール制御の導入   

52 Ⅱ 3c.11 照明のセキュリティー連動制御の導入  ※ 

53 Ⅲ 1c.1 居室以外の照度条件の緩和     

54 Ⅲ 1c.5 居室の昼休み及び時間外の消灯及び間引点灯   

※区分Ⅰのみの項目 
＜①点検表シート：点検項目（対策）の内容＞ 
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省エネ余地の算定の考え方について 

※区分Ⅰのみの項目 

分類 No. 
優良特定温暖化
対策事業所の 
認定基準 

点検項目 

給排水・ 
給湯設備 

55 Ⅱ 3d.1 高効率給水ポンプの導入     

56 Ⅱ 3d.2 大便器の節水器具の導入     

57 Ⅱ 3d.9 自然冷媒ヒートポンプ給湯器の導入   

58 Ⅱ 3d.10 潜熱回収給湯器の導入     

59 Ⅲ 1d.4 洗浄便座暖房の夏季停止     

60 Ⅲ 1d.6他 給湯設備の省エネ運用     

昇降機設備 61 Ⅱ 3e.1他 エレベーター・エスカレーターの省エネ制御の導入   

 冷凍・冷蔵 
設備 

62 Ⅱ 3f.3 高効率冷凍・冷蔵設備の導入     

＜①点検表シート：点検項目（対策）の内容＞ 
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省エネ余地の算定の考え方について 

分類 No. 
優良特定温暖化
対策事業所の 
認定基準 

点検項目 

蒸気供給設備 
8 Ⅱ 1a.6 蒸気ドレン回収設備の導入 

9 Ⅱ 1a.9 省エネ型スチームトラップの導入 

圧縮空気 
供給設備 

58 Ⅱ 1e.1 高効率エアコンプレッサーの導入     

59 Ⅱ 1e.2 エアコンプレッサーの台数制御の導入     

60 Ⅲ 2e.2 エアコンプレッサーの吸込みフィルターの清掃   

電動力応用 
設備 

61 Ⅱ 5e.1,4,8,9 
生産プロセスにおける電動機の省エネ制御及び 
高効率ポンプ・ブロワ・ファンの導入 

62 Ⅱ 5e.10 油圧・空圧駆動アクチュエータの電動化   

特殊 
空調設備 

63 Ⅱ 5f.1 クリーンルームのローカルリターン方式の導入 

64 Ⅱ 5f.3 ファンフィルタユニットの台数制御の導入  

66 Ⅱ 5f.19 ドラフトチャンバーの換気量可変制御システムの導入 

＜①点検表シート：点検項目（対策）の内容（区分Ⅱのみで設定している対策）＞ 



事業所概要
基本情報 　指定番号 複数に分けて作成する場合は識別番号を右欄に記入→

　事業所の名称

　主たる用途

　提出年度 年度 温室効果ガス等の排出状況

　用途別床面積 床面積[㎡]

建物の延べ面積 42,000 基準排出量 15,000 t-CO2/年

事務所 20,000 前年度特定温室効果ガス排出量 12,000 t-CO2/年

情報通信 5,000 前年度熱量（一次エネルギー消費量） 200,000 GJ/年

放送局

商業 2,000 その他の基本情報

宿泊

教育 3,000 主たる建物の竣工年度 2005 年度

医療 1,000 契約電力 4,000 kw

文化 1,000 商業施設内の飲食店舗割合 一部

物流 全空調設備容量の内パッケージ空調機の占める割合 一部

駐車場 10,000 情報通信施設のPUEの実績

工場その他上記以外

11111

東京事務所

事務所

2015

用
途
別
内
訳

※設備台帳未記入の場合のみ
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省エネ余地の算定の考え方について 

＜①点検表シート：記入内容＞ 

・事業所の「用途」、「用途別床面積」、「排出量」、「竣工年度」等の事業所概要を記入 

点検表シート 事業所概要の記入例 

・各点検項目について、設備等の導入割合や、実施の程度等を記入 

選択肢② 
実施程度を選択 

全てに導入 

大半に導入 

過半に導入 

一部に導入 

導入無し 

対象機器無し 

選択肢① 
実施有無を選択 

実施 

実施無し 

対象機器無し 

選択肢（例） 

No. 参照 点検項目 省ｴﾈ余地

13 Ⅲ 1a.6

C

26 Ⅱ 3b.13

A

52 Ⅱ 3c.11

C

照明のセキュリティー連

動制御の導入

事務所用途部分、ホテル客室部分等に照明のセ

キュリティー連動制御が導入されているか。（ホテ

ル客室部分はキー連動による消灯を行うこと。）

事務室に導入

CO2濃度による外気量

制御の導入

CO2濃度による外気量制御が導入されているか。

（手動ダンパー調整を行っている場合も含む。） 一部に導入

部分負荷時の空調用ポ

ンプ運転の適正化

空調用ポンプの運転の適正化のため、空調負荷と

運転台数の関係をグラフ化し分析しているか。 実施無し

点検内容及び取組状況

点検表シート 実施状況の記入例 選択肢から選択 
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省エネ余地の算定の考え方について 

＜②設備台帳：記入内容＞ 

冷却塔

種別

省エネ
形

モータ
直結形
ファン

永久
磁石
（IPM）
モータ

ﾌﾟﾚﾐｱﾑ
効率
（IE3）
モータ

高効率
（IE2）
モータ

永久
磁石
（IPM）
モータ

ﾌﾟﾚﾐｱﾑ
効率
（IE3）
モータ

高効率
（IE2）
モータ

－ － － － － 75% 0% 0% 75% 25%     －     －     － 75%

全体 90.0kW 17,700.0kW 120.0kW 0.0kW 4台 90.0kW 0.0kW 0.0kW 90.0kW 30.0kW 0.0kW 0.0kW 0.0kW 90.0kW

改修対象機器 0.0kW 3,636.0kW 30.0kW 0.0kW 1台 － － － － － － － － －

省エネ余地 － － － － － 30.0kW 30.0kW 30.0kW 30.0kW 0.0kW 0.0kW 0.0kW 0.0kW 30.0kW

1 ○ 2000 CT-TR-1 ターボ冷凍機用冷却塔 3,636.0 30.0 1 ○

2 2014 CT-RH-1-3 冷温水発生機用冷却塔 ○ 4,688.0 30.0 3 ○ ○ ○

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合計

改修
対象
機器

台数

冷却塔
ファン

等の台
数制御
又は発
停制御

電動機出力[kW]

ファン
散水

ポンプ

冷却
能力
[kW]

ファン 散水ポンプ

取組状況の程度

高効率冷却塔

白煙
防止形

No
設置
年度

機器記号 機器名称

・事業所内の各設備について、設置年度やスペックを記入したり、該当する項目に「○」を選択 

設備台帳の記入例（冷却塔） 

設備台帳の種類 
 
区分Ⅰ：11種類 
      熱源機器、冷却塔、空調用ポンプ、空調機、パッケージ型空調機、ファン、照明器具、変圧器、給水ポンプ、  

昇降機、冷凍・冷蔵設備 
 
区分Ⅱ：13種類 
      熱源機器、冷却塔、熱源ポンプ、空調機、パッケージ型空調機、空調・換気用ファン、照明器具、変圧器、   

給水ポンプ、昇降機、エアコンプレッサー、電動力応用設備、冷凍・冷蔵設備） 



熱源本体, 26%

熱源補機, 5%

空気搬送, 12%

水搬送, 3%

照明, 20%

コンセント, 18%

換気, 6%

昇降機, 3%

給排水, 1%

熱源, 30%

熱搬送, 15%

給湯, 1%

照明・コンセント, 

39%

動力, 10%

その他, 5%

エネルギー消費先比率（事務所の例） 

省エネ余地の算定の考え方について 
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＜点検表における省エネ余地の算定方法＞ 

・点検表の点検項目は、トップレベル事業所の評価項目から抜粋していることから、省エネ余地の算定もトップレベル
事業所と同じ算定式を用いて、対策ごとの省エネ効果等から算定 

各対策の省エネ余地＝エネルギー消費先比率×省エネ率×（1－評価点）×改修対象割合 

【エネルギー消費先比率】 
・各対策が事業所のエネルギー消費量にどの程度の影響を与えるかを 
 考慮するため、全体に対する各機器のエネルギー消費量割合 
（エネルギー消費先比率）を用途別（全14用途）に設定 

・機器種別を「熱源本体」、「熱源補機」、「熱搬送」、「空気搬送」、  
「水搬送」、「照明」、「コンセント」、「換気」、「昇降機」、「給排水」、 
「その他」の11に分類して設定（区分Ⅰの場合。区分Ⅱは 
27に分類して設定） 
※複合用途の場合は、用途別の対象エネルギー消費割合を加重平均 

 
 
【省エネ率】 
・対策を実施した場合の平均的な省エネ効果 

※エネルギー消費先比率及び省エネ率は、文献や専門家へのヒアリングを踏まえ、トップレベル事業所の認定基準
を検討する委員会で検討されたもの（2013年度に実施） 



【評価点】 
・事業所が点検表に記入した実施状況に基づき、0点（取組が実施されていない）～1点（取組が実施されている
（削減余地なし））までの得点で設定 

省エネ余地の算定の考え方について 
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【改修対象割合】 
・法定耐用年数に実際の事業所の運用における改修年数の実績等を考慮し、設備毎に更新周期を設定 

・点検表に記入された設備機器の設置年度から、更新周期を超えている設備の割合（改修対象割合）を算出 
 ⇒更新時期を超える機器を対象に省エネ余地を算定 

設備毎の更新周期（上：区分Ⅰ 下：区分Ⅱ） 

選択肢① 

全てに導入 

大半に導入 

過半に導入 

一部に導入 

導入無し 

対象機器無し 

評価点 

1.0 

0.8 

0.5 

0.2 

0.0 

算定対象外 

評価点の例 選択肢② 

実施 

実施無し 

対象機器無し 

評価点 

1.0 

0.0 

算定対象外 



点検表（第一区分事業所）による省エネ余地一覧

指定番号 省エネ余地

事業所の名称 A：大 B：中 C：小

対象年度 5項目 10項目 18項目

No. 点検項目 省エネ余地

エネルギーの見える化 一般 1 Ⅰ 3.1 ビルエネルギーマネジメントシステム（BEMS）等の導入 B

熱源・熱搬送設備 2 Ⅱ 3a.1 高効率熱源機器の導入 A

3 Ⅱ 高効率冷却塔及び省エネ制御の導入 高効率冷却塔 C

冷却塔ファン等の台数制御又は発停制御

4 Ⅱ 高効率空調用ポンプ及び省エネ制御の導入 高効率空調用ポンプ C

空調用2次ポンプ変流量制御

空調用1次ポンプ変流量制御

冷却水ポンプ変流量制御

空調2次ポンプ末端差圧制御

5 Ⅱ 3a.4 蒸気ボイラーのエコノマイザーの導入 C

6 Ⅱ 3a.5 大温度差送水システムの導入 C

7 Ⅱ 3a.7 蒸気弁・フランジ部の断熱 C

8 Ⅱ 3a.16 熱交換器の断熱 C

9 Ⅱ 3a.18 高効率コージェネレーションの導入 C

3a.3
3a.10
3a.13
3a.14
3a.15

3a.2
3a.9

11111

2015

性
能

東京事務所

優良特定温暖化対
策事業所認定基準

分類

12 

省エネ余地の算定の考え方について 

＜③省エネ余地一覧：表示内容＞ 

A：省エネ余地が大きいもの（１%以上） 
B：省エネ余地が中程度のもの（0.5%以上１%未満） 
C：省エネ余地が小さいもの（0.5%未満） 

・点検表シート及び設備台帳に記入した内容から、各点検項目の省エネ余地（％）を算定し、その結果をＡ・Ｂ・Ｃの３段階で表示 

省エネ余地の算定結果例 

●点検表の省エネ余地の補正 

・実際に各対策を実施する上での実現可能性を考慮するため、対象事業所全体の実施状況や投資回収年数を 
踏まえ、点検表の各対策の省エネ余地を補正（低減） 


